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４．事業の取り組み状況と課題 

 

４．１ 次世代施設園芸の事業計画策定支援 
 

4.1.1 事業計画策定支援 

＜今後、拠点整備を検討している都道府県等を対象として、事業策定支援セミナーを開催し、

計画策定をする前に準備が必要な点等について講義を行う。また、セミナー開催以降は、都道

府県等個別の相談ごとに計画策定の支援を実施する。＞ 

 

新たな検討地区は現在無く、既存の採択地区について計画内容や進捗等のヒアリングを行

いながら、各地区共通の課題を下記のように抽出し、その対策を検討した。また計画内容の

概要については、「４．２ 次世代施設園芸関係情報の発信」にまとめた。 

 

a. 共通の課題について（みのりラボ㈱代表取締役 大山克己専門委員） 

今年度は事業実施が先行する北海道拠点、富山県拠点および宮崎県拠点を中心に訪問し、

ハウスの仕様や熱源の利用方法、および今後の運営管理（労務管理、生産管理）に関しての

調査を行った。また上記 3拠点以外の拠点も訪問し、計画の概要等について調査した。主に

先行している 3拠点において共通の課題として以下の事項が抽出されたが、他の拠点でも課

題となることは想像に難くない。今後はこれらの課題を迅速に解決することで、それぞれの

拠点での効率的な運営につながるものと考える。 

 

① ハウス性能（熱貫流率、換気回数、環境むら）の把握 

竣工後のハウス性能が設計時のそれを担保しているか、本来は工事引き渡し前に確認すべ

きである。ここでハウス壁面の熱貫流率が想定よりも大きい場合、暖房負荷は増大し、ひい

ては暖房コストが上昇する。またハウスの換気回数が大きかった場合、暖房コストとともに、

CO2施用コストの増大を引き起こす。したがって、熱貫流率や換気回数を定量的に把握して

おくことは経営的にも必要である。しかしほとんどの場合、それらに関して調査されること

なくハウスは引き渡されてしまっている。今後、この点は改善する（たとえば、仕様に内容

を盛り込むなどによって、引き渡し時には値を明確化しておく）必要があると考える。他方、

温室内の環境むらは、作物の生育むらを引き起こしてしまう可能性が高まる。具体にどの程

度のむらがあるのか、作物栽培前に把握しておく方が好ましいと考える。なお、ハウス性能

の把握に関しては、今後も各拠点施設の竣工後に継続して行うべきと考える。 

以下に、北海道拠点における換気回数の調査例を示す。本調査結果はハウス性能として良

好なものと考えられるが、屋外風速が大きい場合の調査や、換気回数が大きい値の場合の隙

間対策などを考慮する必要がある。 
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図 ハウス換気回数測定時の CO2濃度の経時変化 （単位μmol mol-1 ） 

北海道拠点（苫東ファーム(株)）での計測、換気回数は 0.04 回 h-1程度と低い値（大山専門委員）。 

 

② 作業管理 

温室での作物生産開始前に組織体制を構築し、作業者の役割分担や作業計画を明確化して

おくことは、スムーズな立ち上げとともに、効率的な運営を実施する上で重要である。作業

計画とともに作業に必要とされる時間を把握して、必要な作業者数を明確にすることも重要

である。他方、実際に栽培が開始された後は、作業に必要とされる時間を集計結果にもとづ

いてアップデートし、作業者数に過不足はないか常に確認し続ける必要もある。あわせて、

作業者の安全衛生面にも注意を払う必要がある。このような作業管理を実施できるような体

制づくりを栽培開始前までに構築しておくことが望ましい。 

③ 人材（管理者・作業者）の確保および育成 

大規模温室における作物の栽培では、これまでの小規模なものと比べて多くの作業者が必

要とされる。したがって、作業計画にもとづいて必要な人数の作業者を雇用する必要がある。

ただし、作業者を雇用するには、告知してから採用に至るまでに時間がかかり、そのタイム

ラグも考慮して作業者の雇用計画を立てる必要がある。また新規に雇用した作業者は、すぐ

に作業をできるとは限らない。むしろ何らかのトレーニングを実施する必要がある場合がほ

とんどであるため、トレーニングの効率的かつ効果的な方法（例：視覚的に把握しやすい写

真やイラストを多用した作業マニュアルの配布等）を検討する必要がある。 

一方で管理者の育成も課題であると考えられる。また管理者とともに、管理者と作業者を

つなぐ現場リーダーの育成も必要とされる。従来の小規模な温室の場合と異なり、大規模温

室では管理者の管理手腕によっては様々な混乱（たとえば、作業者が足りずに収穫作業が終

了できずに目標収量を達成できない）が引き起こされる可能性がある。これを回避する上で、

労務管理や生産管理を体系立てて実施できる管理者は必須であり、さらにその意思を迅速に

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

1200.0

1400.0

1600.0

1800.0

21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00

C
O

2
濃
度

時刻



次世代施設園芸導入加速化支援事業（全国推進事業）事業報告書 一般社団法人日本施設園芸協会 
 

12 
 

現場に反映させられるリーダーも求められ、このような人材の育成は、それぞれの拠点にお

いて重要な課題であり続けると予想される。 

 

④ 生産管理 

生産管理は作物の品質を高く維持する上で重要であり、特に生産条件の管理に関しては注

意を払うべきである。ここで生産条件（苗質、環境条件、栽培管理方法等）と作物の生育や

収量との関係を常に把握し、問題が発生した場合には迅速に対処しなければならないと考え

る。ただし訪問した拠点（特に施設工事が開始されていない拠点）では、環境計測に関して

は実施されデータを蓄積する計画となっているが、それを活用することを具体的に検討して

いない場合が散見された。また作物の生育計測に関しては注意が払われていない場合があっ

た。今後は取得したデータを活用し生産活動の改善に結び付けるための体制づくりが必要で

あると考える。この体制づくりが実施されない場合、コストをかけてデータを収集するシス

テムが導入されているにもかかわらず、大量のデータが死蔵されてしまう可能性も危惧され

る。 

一方で、設備の定期的な点検を実施し問題が発生しないようにする、または問題が発生し

ても迅速に対処できるよう、各種チェックリストの整備や運用などの体制も必要と考えられ

る。大規模施設を効率的に運用するには、設置した機器や設備が、設計通りに機能している

かを定期的に確認することが重要であり、点検項目を洗い出し、優先順位や頻度を付けて計

画的に実施する必要がある。点検項目は設備により様々であるが、運用開始前から整理する

ことが望ましく、また環境制御に影響を及ぼすセンサー類の校正作業も定期点検項目に含め

るべきである。 

 

⑤ 複数の熱源がある場合、それらの利用方法 

拠点によっては木質チップボイラーのみの場合もあるが、いくつかの拠点では複数の熱源

利用（たとえば、木質チップボイラーと LPGボイラーまたは温風暖房機の併用）がおこな

われる。その場合の適切な配分は明確にはなっていないが、ベース熱源に木質バイオマスボ

イラーを利用し、不足分を LPGボイラーで追加する拠点が多い。熱源を適切に配分しなか

った場合、同じ暖房効果を得る場合でも暖房コストが上昇する場合も想定される。今後、複

数の熱源を利用する拠点においては、稼働状況や熱源別のコスト（木質バイオマス、重油、

LPG、電気等、それぞれのコスト）を注意深く見守る必要がある。 

 

b.大規模施設園芸における IPMについて（(株)三菱総合研究所） 

施設園芸での病虫害管理には、病害虫のモニタリングや発生予察、防除、天敵利用と減農

薬等の総合的対策が必要であり、また近年は薬剤抵抗性による難防除害虫の発生と対策が重

要になっている。さらに防除作業による作業者負担の軽減や消費者への安全な農産物提供の

ためにも農薬使用量を減らす取り組みは必要であり、生物的な防除方法と様々な方法を組み
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合わせて病害虫を総合的に制御する IPM（総合的病害虫管理技術）が求められる。そして栽

培面積が大きく作物数が多い大規模施設園芸では体系的かつ組織的な対応が必要であり、計

画安定生産の基盤技術のひとつとして、次世代施設園芸拠点での習得と実践が重要と考えら

れる。そのため事業策定支援セミナーとして、専門講師による IPM に関するセミナーを以

下のように開催し、大規模施設園芸における IPMの考え方や対策について周知した。 

開催日：平成 27年 2月 27日 

場 所：東実年金会館 会議室 

出席者：委員 12名、専門委員 1名、次世代施設園芸拠点関係者 2名、農水省担当官 2名、

事務局 9名 

講 師： 農研機構野菜茶業研究所 野菜病虫害・品質研究領域  

上席研究員  武田光能氏 

内 容：日本の施設園芸における IPMの概要と重要性（概要は以下の通り） 

 

① IPM（Integrated Pest Management）とは 

・総合的病害虫の管理システムである IPMは、1960年代から広まり、FAOでは「あらゆる

適切な技術を相互に矛盾しない形で使用し、経済的被害を生じるレベル以下に害虫個体群

を減少させ、かつその低いレベルに維持するための害虫個体群管理システムである」と定

義。 

・わが国では、農林水産省消費・安全局が総合的病害虫管理（IPM）検討会を開催、「総合

的病害虫・雑草管理（IPM）実践指針～病害虫及び雑草の徹底防除から、さまざまな手法

による管理・抑制への転換～」を策定。 

・日本型 IPM として「総合的病害虫・雑草管理とは、利用可能なすべての防除技術の経済

性を考慮しつつ慎重に検討し、病害虫・雑草の発生増加を抑えるための適切な手段を総合

的に講じるものであり、これを通じ、人の健康に対するリスクと環境への負荷を軽減、あ

るいは最小の水準にとどめるもの」と定義。 

・現状では、露地キャベツ、施設トマト、施設イチゴについて IPM実践モデルが公表。 

・日本型 IPMで特に重要な 3つ活動は、以下の通り。 

○ 病害虫・雑草が発生しにくい環境を整

え【予防】 

○ 病害虫が発生した場合には、その状況

が経済的な被害を生じるかを観察し

【判断】 

○ 防除が必要と判断される場合には農薬

だけに頼るのではなく、天敵生物（生

物農薬）や病害虫・雑草の特性を利用

した資材（物理的防除）を適切に組み
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合わせた【防除】 

 

② 大規模施設園芸では、特に予防が重要 

・大規模施設園芸では、施設内での環境が安定的であるため、施設内への侵入を許すと爆発

的な拡大をもたらす可能性が高く、最大の防止策は「予防」である。 

・施設の開放部をできるだけ減らし、床面はできるだけコンクリート舗装、無理な場合は防

草シートと防湿シートの 2 重敷設を行う。また施設の出入り口は 2 重にするほか、窓や天

窓などの開放部には 0.4mm以下の防虫ネットを張り、対策を施す。 

・設備に対して、できるだけ虫が入らないように処置するだけでなく、全ての出入り口や開

放部には「開放禁止、直ちに閉める」などの掲示板を設置、出入り口には消毒マットを敷

設。これにより物理的な侵入を防ぐだけでなく、関係者の注意喚起を促し、予防に対する

意識啓発を行う。 

・有色粘着版を用いた虫のモニタリングを行うなど、常に病害虫の発生状況を確認する体制

を構築する。 

 以上の取り組みにより、物理的、意識的に病害虫対策を徹底することが重要である。 

 

4.1.2 国内外を含めた先進地視察・調査 

＜次世代施設園芸拠点の生産者やコンソーシアムメンバーを対象とし、高度施設園芸先進

国視察を実施する。＞ 

a.概要 

次世代施設園芸拠点メンバーによるエネルギー供給施設、高度環境制御施設、研修・実証

施設等の現地視察・調査を、オランダ・Westlands地域を中心に以下の内容を中心に実施し

た（平成 26年 12月 8～10日）。コジェネやトリジェネ設備による蓄熱と暖房、発電と売電

および補光等の自家消費、CO2発生と自家消費。半閉鎖型施設による総合的な空調。果菜類

や切り花の生産者間連携による大規模施設栽培と共同出荷施設。種苗会社、施設園芸機器資

材会社、民間コンサルタント、研究機関等の連携とマーケティングや人材育成活動。 

参加者：専門委員 1名、次世代施設園芸拠点関係者 8名、事務局 1名。 

 

b.視察先と視察概要 

（12月 8日） 

・Prominent 2 : トマト生産者の共同経営、約 9haの栽培施設で、一部は半閉鎖型施設。ト

マトロックウール栽培と出荷の他、新技術や新品種の導入と評価を実施。房どりトマトを自

家発電とナトリウム灯による補光栽培（18時間/日）中。半閉鎖型ハウスでは地下滞水層で

の蓄熱を利用した冷暖房による試験栽培中。 
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      房どりトマト補光栽培     半閉鎖型ハウスでのトマト試験栽培 

・Rijk Zwaan 

独立系経営で世界第 5位の種苗会社。日本向けにはマーケティング活動や販売を日本側企

業と実施し日本向け品種も持つ。発芽率、耐病性、機能性等を高める育種技術やバイテク技

術に注力している。トマト、キュウリ、レタス、メロン、パプリカ等の野菜品種が主力で世

界各地で生産した種子を検査、包装、出荷する。 

 

Rijk Zwaan本社社屋    出荷前の種子倉庫 

・Grodan, Grootscholten consultant 

世界的なロックウール培地メーカー

Grodan社と、関係するエネルギーコンサ

ルタント（Grootscholten氏）によるプレ

ゼン。Grodan社は持続的農業生産と節水

型栽培に適したロックウール培地の開発、

用途に応じた培地の改良や栽培技術指導を

行い、製品リサイクルも実施。EU圏の他、

東欧、アジア等世界への製品供給を行う。

Global GAP協会の賛助会員でもあり、持

続的生産を支援している。 Grodan社のプレゼン 
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Grootscholten氏によるオランダ施設園芸の発展段階（養液栽培導入、施設大型化、環境

制御高度化、生産者グループによる研究投資、エネルギー利用高度化、規模拡大と経営体数

減、ロックウール栽培高度化、外国人労働者導入、輸出拡大、環境保全、コジェネや地下熱

源利用等）のプレゼン。 

・Hoogendoor, BAYER crop science 

 Hoogendoor社は環境制御機器メーカーで、環境、潅水、エネルギー制御装置の他、生体

情報の計測、培地水分の計測、作業管理や病虫害管理情報の入力等のためのセンサーや機器

類も開発し、日本でも販売されている。BAYER社試験農場でも利用され製品デモが行われ

た。同試験農場ではトマト（ビーフ、チェリー等各種）、キュウリ、レタス（土耕、水耕向け）

等の試験栽培中。 

 

（12月 9日） 

・LEMA 

 Prominentグループのトマト生産者で約 5.5ha経

営で中玉房どりトマトをロックウール栽培し、共同

出荷。ナトリウム灯による補光栽培(1kw/灯、約 10

㎡/灯)による 12月出荷開始で単価向上を狙う。天然

ガス利用によるコジェネ設備で発電（3MW）を行う

が、売電単価低下があり全量ハウスで消費中。 

           

・Redstar 

 トマト生産者グループにより設立された生産販売会社で年間売上は約 120億円。パッケー

ジセンターを訪問。農場からトマトを搬入後、選果と検査、包装、出荷（最大 20万パック/

日程度）を行い、特に消費期限や棚持ち等の品質管理を重視。海外農場とも提携しつつ、国

外 15か国向けのトレサビリティーや出荷体制も持つ。マーケティング活動とともに、近年

は食味や機能性を重視した品種選定を行う。 

   

Redstar 本社屋   Redstar社 CEOのプレゼン クリスマス向けパッケージ 

 

房撮りトマト補光栽培 
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・Westlands市役所  

 施設園芸と関連産業を集積した GreenportがあるWestlandsの市役所によるプレゼン。

オランダ農業のおかれた環境と競争力の源泉、農業と宅地、道路等を含めた都市計画、日本

側との提携（高知県、石巻市）、今後の持続的生産と地域エネルギー供給について。 

・Wageningen UR 

 本学の他に試験拠点として設置された施設で、省エネや補光栽培の試験を 70区画の試験

設備で実施中。断熱性を高めたハウスでの各種空調機器を利用した省エネ化、農業施設から

のエネルギー供給、LED補光による機能性向上等の新たなテーマにも取り組み、企業や生産

者組織からの資金と国の資金を元に研究開発や技術支援を行う。 

   
イチゴ補光栽培試験     閉鎖型ハウスと熱交換器     葉菜補光栽培試験 

 

（12月 10日） 

・KOOP Gerbera 

ガーベラ生産者 6社による共同生産販売グループの農場で、4haのハウスで他の生産者と品

種を分担し栽培、選果、出荷中。出荷は共同で行い、主にイギリスへ出荷。トリジェネによ

り熱、CO2、電力を自家消費し、電力は主に補光に用いる。年間収量は約 660本/㎡、新芽の

発生数を定期調査し、数が少ない場合はコンサルタントを交え原因や対策を検討している。 

   
ガーベラ補光栽培      トリジェネ設備      ガーベラ栽培用培地 

・Van Rijn Roses 

 3.3haのハウスで 1品種のバラを栽培。隣接のパプリカ農場（後述）とトリジェネ設備を
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共有し電力供給を受け補光栽培中。収量は約 300本/㎡で、幅広ベンチによる密植栽培を行う。 

  

      バラ補光栽培           バラロックウール栽培用幅広ベンチ 

・POWER grow 

 パプリカ生産者 6名による販売組織の農場で、12haのハウスで赤系パプリカ 1品種を生

産、出荷中。訪問時は定植直後で固定張りフィルムを屋トラス下に展張し、保温と保湿を行

う。前述のバラ農場とトリジェネ設備を共有し熱供給を受ける。今回訪問した農場では唯一

補光栽培を行っていなかった。 

 

、   

  パプリカロックウール栽培       発電や売電に関するメーター類 

 

c.視察結果とまとめ 

 Westlands市の施設園芸地帯、および関連産業や関連機関を短期間で視察した。市役所担

当者のプレゼンの通り、住宅地と園芸施設、関連産業が混在しているものの、農産物輸送の
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大型トレーラーが頻繁に通行する道路が整備されていた。関連産業の車両と一般車両がスム

ーズに移動可能な街が形成され、視察の移動も効率的に行われた。また実際に視察はできな

かったが、施設園芸で生み出されるエネルギーを住宅地域へ供給するラインも整備されてい

るとのことで、地方自治体による計画的な街づくりが施設園芸を中心に組み上げられている

様子であった。 

 施設園芸関連産業、機関として、種苗メーカー、培地メーカー、エネルギーコンサルタン

ト、環境制御機器メーカー、生産者協同組織、行政、研究機関等との意見交換を行った。業

種業態は異なるものの、国際市場に向けたマーケティングと生産販売活動、機能性や付加価

値を高めるための技術開発、および持続的生産と省エネ、省資源、低環境負荷といった目標、

目的を全体で共有していた。またそれらの元に各セクターが技術開発や販売活動を行い地域

全体として競争力を向上させていると考えられた。オランダ施設園芸の強みである高い収量、

生産性についても園芸施設の視察において触れることができたが、生産性向上の先の目標に

対し関連産業全体で着実に取り組んでいると感じられた。 

 生産者数は減少しており、園芸施設の売り物件も多く見られた。一方で生産者同志がグル

ープを形成し、マーケティング、育種や品種選定、栽培技術開発、選果出荷、広告宣伝とい

った機能を共有し、またそれらへの投資活動も行っていた。さらに同一作物の生産を行うグ

ループ内で品種を分担して栽培を行い、一つの農場での栽培品種を減らし栽培管理や作業管

理を平易にする工夫がなされていた。特に切り花栽培において顕著であり、多品種少量栽培

を志向する日本の生産形態との大きな違いであった。 

 今回の視察コーディネートはエネルギーコンサルタントに依頼した。施設園芸関係のコン

サルタントは品目別に栽培指導を行う栽培コンサルタント、エネルギー供給設備の設計や省

エネ設計、受配電設計や技術指導を行うエネルギーコンサルタント、園芸施設全般の設計や

導入支援を行う設備コンサルタント、マーケティングや経営管理の指導を行う経営コンサル

タント等に分業化されているといわれる。またそうしたコンサルタント同志のグループ活動

も行われ、技術情報等の交換が進められている。今回の視察ではコンサルティング業務の詳

細に触れることはできなかったが、コンサルタントと施設園芸関連産業の結びつきは強く、

最新の技術や情報にもとづき、関連産業全般の底上げに重要な役割を果たしていると思われ

た。 

 環境制御装置類は、施設内の気象環境の制御や灌水制御のみならず、トリジェネ設備の運

転とモニタリング、蓄熱と熱供給ラインの制御、発電設備のモニタリングなど、エネルギー

設備の総合管理系統とも連動していた。また作業情報や病虫害情報などの入力、集計機能も

システム化され、施設生産全般を最適化するための基幹的な情報システムが構築されている

様子であった。こうした個別の機能と統合化されたシステムはオランダ系企業製品の独擅場

の感があった。 

 今回の視察は果菜類の作替えのシーズンであったものの、前倒しの定植と補光利用により

年末に向けた収穫と比較的高単価の販売を目指し栽培を行う農場が見られた。こうした作型
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や栽培形態の変化の要因として、EU内外においてより低コストで施設生産される農産物と

の競争と価格の低下があり、また売電単価の低下による自家発電からの収入減があると考え

られた。これらの背景から、自家発電の出力を高出力のナトリウム灯による補光栽培に振り

向け、収益の増加を図りつつあった。経営環境は常に厳しいものがあるが、エネルギーの効

率的投入による生産性と販売収益の向上を目指しつつ、一方で年々厳しくなる廃液規制の遵

守など多くの制約条件の中での技術開発も進められている。 

 まとめてとして、我が国の次世代施設園芸拠点が目指す方向や発展の道筋について、今回

の視察により多くの参考となる情報が得られた。キーワードとして、前提としての環境保全

と持続的生産、地域計画での施設園芸の位置づけ、販売戦略と連動したエネルギーの効率的

利用、育種から輸出までのマーケティング、多分野のコンサルタントの存在と知識集積、関

連産業での意識共有があげられる。こうした総合的かつ重層的な構造と取り組みが施設園芸

産業を強固なものにしているといえ、我が国の環境や状況に合わせ参考とすべきであろう。
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４．２ 次世代施設園芸関係情報の発信 
 

4.2.1 次世代施設園芸拠点整備地区の生産、運営状況の調査・分析 

＜次世代施設園芸拠点整備にかかる事業採択地区を集め、合同検討委員会を開催し、実施計

画について確認を行う。拠点整備にかかる事業採択地区の取り組み状況等を調査し、ホーム

ページ等において情報発信（各拠点の生産・販売計画および取り組み状況について）を行う。

＞ 

 

各拠点を順次訪問し、計画内容や施設整備後の生産、運営についてのヒアリングを行い情

報発信のための基礎データとした。また拠点との意見交換の中で今後の課題についての議論

を進めた。 

表 次世代拠点の気象条件 

 
  

北海道 宮城 埼玉 静岡 富山 兵庫 高知 大分 宮崎

市町村名 苫小牧市 石巻市 久喜市 小山町 富山市 加西市 四万十町 九重町 国富町

最寄気象観測点
苫小牧
気象台

石巻
気象台

久喜
ｱﾒﾀﾞｽ

御殿場
ｱﾒﾀﾞｽ

富山
気象台

福崎
ｱﾒﾀﾞｽ

窪川
ｱﾒﾀﾞｽ

玖珠
ｱﾒﾀﾞｽ

宮崎
気象台

年間降水量 mm 1197.9 1066.9 1281.1 2819.1 2300.0 1390.3 3089.2 1826.9 2508.5 

年平均気温 ℃ 7.6 11.6 14.5 12.8 14.1 14.8 14.8 14.0 17.4 

年平均日射量 MJ/㎡ 10.9 12.3 12.6 11.5 12.1 12.2 13.2 12.2 14.5 

1月最高気温 ℃ 0.2 4.5 9.2 7.7 6.0 8.6 10.3 7.6 12.7 

1月平均気温 ℃ -3.8 0.7 3.4 2.5 2.7 3.3 3.9 2.4 7.5 

1月最低気温 ℃ -8.3 -2.6 -1.8 -2.1 -0.1 -1.0 -1.5 -2.2 2.6 

1月平均日射量MJ/㎡ 6.4 7.4 9.0 8.3 5.7 7.7 8.6 7.2 10.6 

8月最高気温 ℃ 23.1 26.8 31.5 28.4 30.9 32.7 30.8 31.7 31.0 

8月平均気温 ℃ 20.3 23.5 26.3 23.7 26.6 27.0 25.7 25.6 27.2 

8月最低気温 ℃ 18.0 21.0 22.6 20.5 22.9 22.9 21.9 21.1 24.1 

8月平均日射量MJ/㎡ 13.3 15.7 15.3 15.0 18.4 16.7 17.1 16.4 19.4 
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表 次世代拠点の計画概要 

 

表 次世代拠点のコンソーシアム構成 

 

北海道 宮城 埼玉 静岡 富山 兵庫 高知 大分 宮崎

作物 イチゴ

トマト

トマト

高糖度
トマト

ﾌﾙｰﾂﾄﾏﾄ

トマト トマト ﾊﾟﾌﾟﾘｶ

ピーマン

パプリカ
高糖度
ミニトマト

切り花 キュウリ

栽培方
式

高設
周年

長期
多段

低段
密植

低段
密植

長段密植 長期
多段

長期
多段

長期
多段

土耕
土耕/NFT

施設
面積

4(ha) 2.4 4 4 4.1 3.56 4.3 2.4 4.1

目標

収量
（t/10a）

300(t)
(7.5)

420(35)
240(20)

1200
(30)

228(7.1)
24(3.0)

505
(17.67)

143万本

1246
(35)

1591
(37)

393
(16.3)

345(15)
450(25)

ハウス
形状

屋根型
連棟

フェン
ロー

未定
屋根型
連棟

屋根型
単棟

フェン
ロー

フェン
ロー

フェン
ロー

丸屋根
型連棟

主要地
域資源

木質
チップ

木質
ペレット

木質
ペレット

木質
ペレット

廃棄物
木質
チップ

木質
おが粉

温泉熱
木質
ペレット

加温
設備

木質
温湯

木質
温湯

木質
木質
温湯

空気熱
源HP

木質
温湯

木質
温湯

温泉熱
温湯

木質
温風

LPG
温風

LPG
温湯

未定
重油
温風

LPG
温湯

LPG
温湯

LPG
温湯

空気熱
源HP

水熱源
HP

北海道 宮城 埼玉 静岡 富山 兵庫 高知 大分 宮崎

名称

北海道次世
代施設園芸
コンソーシア
ム

石巻次世代
施設園芸コ
ンソーシア
ム

埼玉次世代
施設園芸コ
ンソーシア
ム

富士小山次
世代施設園
芸推進コン
ソーシアム

富山スマー
トアグリ次世
代施設園芸
拠点整備協
議会

兵庫県次世
代施設園芸
推進協議会

高知県次世
代施設園芸
団地推進協
議会

大分県次世
代施設園芸
推進協議会

宮崎中央地
域次世代施
設園芸団地
運営コン
ソーシアム

代表機関
苫東ファー
ム

デ・リーフデ
北上

イオンアグ
リ創造

サンファー
ム富士小山

富山環境整
備

兵庫県 高知県
タカヒコアグ
ロビジネス

JA宮崎中央

生産者

苫東ファー
ム （清水建
設、富士電
機、金融機
関）

デ・リーフデ
北上（地元
生産者、オ
ランダ人
他）

イオンアグリ
創造

サンファー
ム富士小山
（アメーラト
マト生産の
サンファー
マーズ４法
人）

富山環境整
備

兵庫ネクスト
ファーム（JA
兵庫みらい、
サラダボウ
ル、東馬場
農園、ハル
ディン）

四万十みは
ら菜園、ベ
ストグロー、
四万十トマト

タカヒコアグ
ロビジネス

ジェイエイ
ファームみ
やざき中央

実需者
銀座コー
ジーコー
ナー他

東京デリカ
フーズ他

イオンリテー
ル

東京青果、
静鉄ストア
他

和郷園
関西スー
パーマー
ケット他

検討中
新三協食品
流通セン
ター

JA宮崎経済
連

民間企業
フード特区
機構、丹治
林業 他

富士通、
BAISIS他

富士総業,
誠和、ネポ
ン他

スマートフォ
レスト、NTT
データ経営
研究所他

暁産業他 タカフジ他

九州オリン
ピア工業、
サンクール、
富士通他

JA
とまこまい
広域農協

静岡県経済
連、JA大井
川

JAあおば
JA兵庫みら
い

高知県園芸
連

JA玖珠九重JA宮崎中央

研究機関 道総研他 県農園研他 県農林総研
静岡県立大、
県農技研

東工大、中
部大

県農技セ 高知大他 県農研セ 県総農試他

関係生産者
リッチフィー
ルド栗原

サンファー
マーズ

和郷園
リッチフィー
ルド由布
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a.北海道拠点（苫小牧市） 

     第１回現地調査 

      実施日： 平成 26年 5月 1日 

      場所等： (株)苫東 (計画概要のヒアリング) 

           苫東ファーム(株)(建設予定地の視察) 

     第２回現地調査 

      実施日： 平成 26年 6月 17日 

      場所等： (一社)フード特区機構会議室 

           (栽培施設、エネルギー系統仕様について) 

           (育苗施設と増殖法、栽培計画について) 

           (雇用、人材育成計画、運営体制について) 

     第３回現地調査 

      実施日： 平成 26年 9月 17日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設（施工状況調査） 

           胆振農業改良普及センター東胆振支所 

           (事業進捗状況、生産・販売計画変更点ヒアリング) 

          (今後の栽培、作業・病害虫管理について) 

     第４回現地調査 

      実施日： 平成 26年 10月 29、30日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 

          （栽培状況、施設の稼働状況について） 

     第５回現地調査 

      実施日： 平成 26年 12月 18、19日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 

           (栽培状況、設備稼働状況、熱源管理について） 

          （換気回数測定） 

          （組織体制と作業管理について） 

     第６回現地調査 

      実施日： 平成 27年 1月 22日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 

          （栽培状況、設備稼働状況、熱源管理について） 

          （データ管理、労務管理、育苗計画について） 

北海道拠点の視察・意見交換会 

実施日： 平成 27年 1月 22日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 
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出席者：委員８名、農水担当官１名、北海道次世代施設園芸コンソーシアム６

名、事務局２名 

          （施設、栽培概要、今後の取り組みについてコンソーシアムより説明） 

          （施設視察：栽培施設、エネルギー供給施設、集出荷施設） 

          （意見交換：施設工事、販路開拓、エネルギー効率、道の支援等につ

いて） 

     第７回現地調査 

      実施日： 平成 27年 2月 13日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 

          （設備稼働状況およびチェックリストについて） 

          （熱源管理、エネルギーについて） 

     第 8回現地調査 

      実施日： 平成 27年 3月 23日 

      場所等： 苫東ファーム(株)栽培施設 

          （栽培状況および栽培計画について） 

          （作業管理および雇用について） 

 

（概要）ハウス 2haおよび付帯設備（集出荷センター兼管理センター）が完成し、運営主体

の苫東ファーム（株）による試験栽培が始まり、9月下旬より一部定植がされた。当初計画

を変更して目標収量を 7.5t/10aとし、平成 28年度の 4haのフル生産まで順次稼働予定であ

る。 

（設備）多連棟の屋根型ハウス 2ha（軒高 4.0m、間口 8.0m）は 7ブロックに分割され、独

立した環境制御と養液管理が可能であり、ロックウール粒状綿培地による高設栽培を行う。

木質チップボイラーと電気式ヒートポンプによる温湯加温と、LPGボイラーによる温風加温

を併用する。本年度は積雪が例年より多いが、ハウス谷下の温湯加温およびカーテン開閉に

よる早めの融雪で対処している。木質熱源を主として他の熱源を補助的に利用中で、各熱源

の稼働とエネルギー使用量等についてデータ集積し、効率的な運転について検討を進めてい

る。環境制御装置は運営主体への出資会社の富士電機(株)製のものが導入され、ソフトウエ

ア等の改良もなされている。ハウスの保温性の指標となる換気回数測定を専門委員指導の元

で行い、0.04回/h程度と比較的良好な値であった。 

（生産出荷体制）農場長 1名とパート 5名体制で生産を開始し、生産拡大に応じ人員増の予

定である。作業時間の計測も行い生産管理の基礎データを集積中である。各設備の稼働チェ

ックのための手順や対応方法についても文書化、図面化を進め、大規模施設の安定的稼働を

目指している。業務用途向けの出荷を計画している。 

（今後の課題）平成 27年 3月より四季なり品種の本格定植、また今夏より一季なり品種を

定植予定で、ハウス 2haのフル生産体制を計画しているが、そのための品種選定（一季なり）
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を進める必要がある。また今後の自家育苗に向け、人工光育苗も含め育苗施設の計画策定が

必要である。今後の生産拡大に応じた生産管理や品質管理、労務管理体制の構築、多くの点

検箇所に対応した機器設備のチェックリスト作成、およびハウス環境や養液管理の均一的な

管理といった課題も見られ、道の研究機関の支援を得ながら品種選定や栽培管理方法等につ

いて検討を進めている。なお、3系統のエネルギー供給設備のバランスや省エネを考えた運

用については、データの集積と解析を進めている。 

    

       定植状況（平成 26年 9月 26日）      中央通路と３層カーテン 

       

ハウス外観      貯熱槽と木質チップ貯蔵室  木質チップボイラー 

   

液化 CO2タンク   寒冷地仕様ヒートポンプ室外機    原水タンク  
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  LPG温風ボイラー   温風ダクト（地中配管） 温湯配管とファンコイルユニット 

   

ハウス内パーティション  栽培槽、潅水・CO2チューブ  CO2センサーユニット 

   

細霧発生ノズル付循環扇     手押し式防除装置    環境制御装置タッチパネル 

  

集出荷センター兼管理センター        出荷荷姿 
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b.宮城県拠点（石巻市） 

  第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 9月 12日 

   場所等： リッチフィールド栗原（有） 

        (事業進捗、設備設計についてヒアリング) 

 

（概要）運営主体で農業生産法人の(株)デ・リーフデ北上と地元自治体を中心としたコンソ

ーシアムが形成された。建設予定地が津波被災地域で、施設の仕様やレイアウトは検討中で

ある。県内でパプリカを生産するリッチフィールド栗原(有)やオランダ人による技術支援が

予定されている。 

（今後の課題）平成 27年 2月現在、実施設計と用地調査を進めており、平成 27年度中に施

設整備と完成、平成 28年夏からの栽培開始を目指している。エネルギー源が３種（地下熱

源、LPG、木質バイオマス）あり、それらの取り合わせの最適化のための事前評価が必要と

考える。 

 

  
リッチフィールド栗原でのパプリカ生産と出荷 

 

c.埼玉県拠点（久喜市） 

  第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 5月 23日 

   場所等： 埼玉県農林総合研究センター園芸研究所 

 (計画概要のヒアリングと予定地視察) 

         (株)エコ環境システム (木質ペレット工場視察) 

  第２回現地調査 

    実施日： 平成 26年 8月 18日 

    場所等： イオンアグリ創造(株)本社 

 (提供するトマトについての議論) 
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（概要）県農林総研の再編による園芸研究所（久喜市）の跡地の一部を利用した施設整備を

予定している。イオングループによる生産と販売を計画中で、低段密植栽培による大玉トマ

トを一般消費者向けに買いやすい価格で提供することを念頭に置く。 

（今後の課題）平成 27年 2月現在、外部専門家の助言等により計画の具体化を進めており、

今後は運営主体（イオンアグリ創造(株)）における人材育成や運営体制の確立も求められる

と考えられる。 

 

  

建設予定地（久喜市）  木質ペレット工場（東松山市） 

 

d.静岡県拠点（小山町） 

  第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 5月 27日 

   場所等： (株)さいとう農園視察 

        静岡県東部農林事務所 (計画概要のヒアリング) 

        小山町 (建設予定地の視察) 

  第２回現地調査 

    実施日： 平成 26年 9月 18日 

    場所等： 当協会会議室 (事業進捗状況等のヒアリング) 

  第３回現地調査 

    実施日： 平成 26年 12月 4日 

    場所等： 静岡県庁 

       （事業進捗、栽培計画について） 

       （環境制御、暖房装置仕様について） 

       （研修計画、生育調査等について） 

 

（概要）静岡県内では高冷地であり木質資源豊富な小山町で施設整備が予定される。高糖度

のアメーラトマトの生産出荷を行う組織の(株)サンファーマーズの生産者４名が参加する
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(株)サンファーム富士小山が運営主体となる。本年度は基盤整備等を進め、来年度より栽培

施設等の整備を行い、平成 27年度末頃の栽培開始予定である。なおコンソーシアム活動と

して平成 27年 1月 26日に静岡市において次世代施設園芸セミナーを開催し拠点計画等に関

する報告を行っている。 

（設備）約 20aの屋根型連棟ハウス（軒高 3.0m）を 20棟建設し、生産者 4名でヤシガラ培

地によるポット栽培を約 1haずつ分担する。高度環境制御、特に木質バイオマス（温風）と

A重油（温湯）のハイブリッド暖房の制御方法については検討事項となっている。木質ペレ

ット工場は小山町内にあり次世代拠点の近隣にあり、森林資源も小山町近辺に豊富にある。

なお、次世代施設園芸セミナーでの環境制御に関する講演を契機に、CO2施用技術の新たな

取り組み（ゼロ濃度差施用）も検討されている。 

（生産出荷体制）生産者 4名は既設農場の経営や栽培経験があり、あらたに地元でパート雇

用を確保して生産出荷を行う予定である。また販路もサンファーマーズのものを活用する見

込みである。 

（今後の課題）平成 27年度末の完成を目指しハウス設計等を進めており、前記のハイブリ

ッド暖房等や、暖房装置の配置とハウス内の温度分布についての検討も必要と思われる。ハ

ウス数が多く得られる環境計測データも膨大となるため、それらの整理集計や栽培データ等

と関連させた分析についても検討を要すると思われる。 

 

  
基盤整備状況(平成 27年 2月 16日)  静岡県次世代施設園芸セミナー 

                (平成 27年 1月 26日) 

   

サンファーマーズ富士宮農場 高糖度トマト低段密植栽培（例） トマト苗の人工光育苗（例） 



次世代施設園芸導入加速化支援事業（全国推進事業）事業報告書 一般社団法人日本施設園芸協会 
 

30 
 

 e.富山県拠点（富山市） 

   第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 5月 19日 

   場所等： 富山県庁 (計画概要のヒアリング) 

        富山市婦中町吉谷 (建設予定地視察) 

        (株)富山環境整備フルーツトマト栽培施設 (視察) 

   第２回現地調査 

   実施日： 平成 26年 7月 17日 

場所等： (株)富山環境整備 本社会議室 

(オフライン熱供給、発電設備の内容と利用) 

   第３回現地調査 

   実施日： 平成 26年 10月 3日 

   場所等： (株)富山環境整備 フルーツトマト栽培施設（視察） 

(株)富山環境整備 本社会議室  

(生産施設および育苗施設の設計仕様、今後の定植予定について) 

   第４回現地調査 

   実施日： 平成 26年 11月 11日 

   場所等： (株)富山環境整備  会議室 

       （工事進捗状況、栽培計画、作業管理計画について） 

       （環境データ計測等について） 

   第５回現地調査 

   実施日： 平成 27年 1月 27日 

   場所等： 栽培施設及び(株)富山環境整備 会議室 

       （工事進捗および栽培状況について） 

       （実証ハウス概要について） 

       （生産管理、パート雇用、データ計測、販売計画について） 

第６回現地調査 

   実施日： 平成 27年 3月 25日 

   場所等： 栽培施設及び(株)富山環境整備 会議室 

       （工事進捗および栽培状況について） 

       （雇用状況、組織体制、生産管理体制、販売計画について） 

 

（概要）基盤整備と施設建設中で、10a～25a程度の屋根型単棟ハウス（いずれも軒高 3.0m、

間口 24.0mの中柱付きハウス）が順に建設され、平成 26年 11月よりトマトの定植が開始

され、平成 27年 3月現在、約 90aで栽培中であり、今後も毎月 20a程度の定植を行う予定

である。また同様な切り花用ハウスも含め平成 27年 6月までに施設整備予定であり、トル
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コギキョウ等の切り花栽培も同月より開始予定である。 

（設備）熱と電力を供給する廃棄物燃焼施設は従来から稼働中であり、ハウス冷暖房を行う

ヒートポンプを中心に電力供給を開始している。ヒートポンプの動作を含めた環境制御はネ

ポン製の装置で棟ごとに行われ、クラウド経由でのモニタリングや操作も可能である。また

オフライン熱供給もコンテナにより平成 27年 2月より開始予定である。1ハウス（実証ハウ

スと呼ぶ）における環境データの多点計測、作業データの計測等を行い、作業標準や栽培マ

ニュアルの策定等に活用予定である。人工光型育苗施設を整備し自家育苗体制を構築予定で

ある。切り花栽培ハウスにはLED補光装置と、一部にNFT栽培装置の設置を予定している。 

（生産出荷体制）トマト部門と切り花部門に社員を農場長とし、体制を構築中である。3月

より出荷開始し主要販売先へは日量 0.8t（7月～10月は 1.2t）を出荷予定である。(株)富山

環境整備（廃棄物処理業）では既設の社内施設（約 50a）にて次世代施設園芸拠点と同様な

方式（アイメック（フィルム農法））によるフルーツトマトを栽培中で、パート雇用者等の作

業訓練も既設施設で行っている。新規採用を進めながら作業シフト体制も構築している。 

（今後の課題）栽培規模拡大に応じた、作付け計画の策定、人材の育成や配置の計画、作業

計画策定や省力化の検討が今後重要になると考えられる。またハウスの保温性を評価するた

めハウス換気回数の測定を今後実施予定である。なおコンソーシアムでは、実証ハウスにお

ける多点計測結果等の解析を進め、安定生産のための取り組みを進める予定である。 

  

実証ハウスでのトマト長段密植栽培          ヒートポンプによる冷暖房 

および多点計測 
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廃棄物燃焼・発電施設        施設建設状況(平成 27年 1月 27日) 

 

  f.兵庫県拠点（加西市） 

   第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 4月 21日 

   場所等： 加西市鶉野町（建設予定地視察） 

       県庁会議室 (計画の概要) 

   第２回現地調査 

   実施日： 平成 26年 6月 5日 

   場所等： 県庁会議室 (コンソーシアムの状況、施設の実施設計について） 

             (研修、人材育成について) 

     第３回現地調査 

   実施日： 平成 26年 9月 10日 

   場所等： 県庁会議室 (施設の仕様作成状況について) 

             (運営体制、研修について) 

             (環境制御・エネルギー供給施設概要について) 

   第４回現地調査 

   実施日： 平成 27年 2月 10日 

   場所等： 兵庫県庁（工事進捗、栽培計画、環境制御装置、ハイブリッド暖房について） 

            （データ管理、栽培管理について） 

 

（概要）ハウス、栽培施設等の入札を実施し、平成 27年 2月現在、基盤整備中である。当

初予定より栽培施設面積減(合計約 3.6ha)となり、平成 27年 8月定植を目標に建設工事を進

める。公益財団法人兵庫みどり公社が施設の整備･保有主体となり設計や施工監理、および法

規対応等の調整を行っている。運営主体の(株)兵庫ネクストファームは県内外の４社からな

り、そのうち県外法人は兵庫県拠点に派遣する社員の長期研修を実施している。また県外の

育苗業者もメンバーにおり、二次育苗による大苗生産や販売も計画中である。 
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（設備）フェンロー型ハウス４棟（各 0.89ha、軒高 6.0m、間口 8.0m）は管理棟・集出荷施

設を間にはさみ、左右に 2棟ずつ連結されたレイアウトとなる。ロックウール培地による循

環式養液栽培を行い、環境制御装置はオランダ製（ホーヘンドールン社）を導入し、木質チ

ップボイラーと LPGボイラーによるハイブリッド型温湯暖房制御も行う計画である。 

（生産出荷体制）大玉トマト等の長期栽培（8月定植）を予定し、品種や生産目標、販売等

の詳細は現在検討中である。生産管理を統括する責任者は 4名程度確保され、今後は農場の

栽培担当者等を社員採用し、地域の人材育成にも資する予定である。また 8月定植に向けた

パート雇用の準備に今後入る予定である。 

（今後の課題）ハウスの換気回数について、栽培開始前に現地調査を計画予定であり、また

ハウス内の温度ムラについても検討課題である。なお約 3.6haを初年度から定植予定とのこ

とで、運営主体とも作業計画や人材育成計画について意見交換を進めたいと考える。また大

規模園芸施設の設計施工においては設計基準や施工監理基準が必ずしも明確では無いため、

今後の導入に当たってはトータルパッケージ化が望まれるとの行政側の意見もある。 

 

 

基盤整備状況(平成 27年 2月 10日) 

 

  

トマト長期 1作栽培（例）   トマト二次育苗（例） 

 

g.高知県拠点（四万十町） 

   第１回現地調査 
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   実施日： 平成 26年 5月 14日 

   場所等： 高知県庁会議室 (計画概要のヒアリング) 

               高知県四万十町 (建設予定地の視察) 

   第２回現地調査 

   実施日： 平成 26年 11月 17日 

   場所等： 高知県庁 

        （栽培施設、育苗施設の仕様について） 

         （エネルギー、CO２供給について) 

        （施設運営、販売体制について） 

        （データ管理について） 

 

（概要）高知県内では比較的冷涼な気候の四万十町で施設整備が予定される。カゴメ系の(有)

四万十みはら菜園、その系列会社の(株)ベストグロウ、および地元建設業からの新規参入と

なる四万十とまと(株)の地元企業 3社が運営主体となり、オランダ型のトマト長期栽培を計

画中である。基盤整備は平成 27年 3月に完了予定で、施設整備は平成 27年度中に完了し、

平成 28年 8月からの栽培開始を計画している。育苗施設については、平成 27年 1月に隣接

の農業担い手育成センターに苗テラスを整備したところである。 

（施設）フェンロー型ハウス 3棟（いずれも軒高 6.0m、間口 8.0m）を計画し、ロックウー

ル培地による循環式養液栽培を予定している。地元供給のおが粉による温湯暖房を主熱源と

し、LPGボイラーを CO2発生源兼補助熱源として利用予定であり、細霧発生装置も利用予

定である。 

（生産出荷体制）大玉トマト等の長期栽培を予定し、品種や生産目標、販売等の詳細は現在

検討中である。また新たに 3社それぞれ幹部候補生を採用し、既設の農場での研修を開始し

ている。 

（今後の課題）幹部候補生の他の人材確保・育成と住居確保等の当面の課題が見込まれ、ま

た、今後雇用を予定しているパートの能力向上をどのようにして図っていくか検討中である。 
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四万十みはら菜園での幹部候補生研修     基盤整備状況（平成 27年 3月） 

（高所作業） 

 

h.大分県拠点（九重町） 

   第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 5月 30日 

   場所等： 大分県庁 会議室 (計画概要のヒアリング) 

        九重町 (建設予定地の視察) 

   第２回現地調査 

   実施日： 平成 26年 9月 5日 

   場所等： 大分県庁会議室 (設備レイアウト、育苗の概要について) 

                                (熱交換システム、補光システム概要について) 

        由布市 (リッチフィールド由布視察) 

 

（概要）パプリカ生産を行う(株)リッチフィールド由布に出資している(株)タカフジ（プ

ラントエンジニアリング会社）の子会社（(株)タカヒコアグロビジネス）が運営主体とな

り、温泉熱を熱交換利用してパプリカ栽培を行い、また早期収穫のため二次育苗による大

苗生産や、そのためのポット栽培に取り組む予定である。 

（今後の課題）ポット栽培の他、本圃への補光装置の全面導入、人工光育苗装置の自社設

計など、いくつかの新規の取り組みがあり、補光について予備試験を実施中である。また

栽培を担当する予定の地元トマト生産者について研修を進めているが、労務管理等の法人

経営特有の管理が求められる。 
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建設予定地       温泉水試掘状況     リッチフィールド由布 

 

i.宮崎県拠点（国富町） 

   第１回現地調査 

   実施日： 平成 26年 4月 28日 

   場所等： 宮崎県 中部農業改良普及センター(計画概要のヒアリング) 

               国富町 (建設予定地の視察) 

   第２回現地調査 

   実施日： 平成 26年 7月 8日 

   場所等： 宮崎市田吉 (有)ジェイエイファームみやざき中央 

        (生産・育苗施設、環境制御装置、木質ボイラー等の仕様について) 

               (データ収集方法について) 

   第３回現地調査 

   実施日： 平成 26年 8月 26日 

   場所等： (有)ジェイエイファームみやざき中央 

        (育苗、集出荷施設の仕様について) 

               (技術実証、栽培計画、作業計画、データ活用について) 

   第４回現地調査 

   実施日： 平成 26年 10月 24日 

   場所等： (有)ジェイエイファームみやざき中央 

        (環境制御装置、ソフトの仕様について) 

               (栽培、雇用、作業計画、生育調査、データ活用について) 

   第５回現地調査 

   実施日： 平成 26年 12月 1日 

   場所等： ジェイエイファームみやざき中央 

       （工事進捗状況、作付計画について） 

       （生育調査項目、作業管理体制について） 

    （環境制御装置仕様について） 
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   第６回現地調査 

    実施日： 平成 27年 1月 13日 

    場所等： 国富町施設及びジェイエイファームみやざき中央 

       （工事進捗、現地確認） 

       （栽培計画について） 

       （環境制御装置仕様について） 

       （作業管理について） 

   第７回現地調査 

    実施日： 平成 27年 2月 2日 

    場所等： 国富町施設及びジェイエイファームみやざき中央 

       （工事進捗、現地確認） 

       （環境制御システム稼働状況について） 

       （作業管理について） 

       （木質ペレット供給、稼働状況について） 

   第８回現地調査 

    実施日： 平成 27年 3月 18日 

    場所等： 国富町施設及びジェイエイファームみやざき中央 

       （工事進捗、栽培状況、現地確認） 

       （環境制御システム稼働状況および制御設定状況について） 

       （作業管理について） 

       （収穫、作業、環境データ等のとりまとめについて） 

 

（概要）平成 27年 2月現在、施設整備中で、完成したハウスよりキュウリの定植を 1月よ

り開始している。育苗、作業委託、研修等の事業を行う(有)ジェイエイファームみやざき中

央が運営を行い、研修生や生産者の入植も念頭に置き、当面は 1ha規模の雇用型キュウリ経

営の実証を進める予定である。 

（施設）30a～50aの丸屋根型連棟ハウス（軒高 2.5m、間口 5.4m）を合計 9棟、および育

苗ハウス、集出荷施設等を整備中。環境計測制御は富士通製 UECSによりクラウド経由で行

うが、平成 27年 2月現在は調整中である。木質ペレットボイラーの他、谷換気、カーテン、

灌水、ミスト、CO2発生装置等の制御を行う。 

（生産出荷体制）今作のキュウリ栽培は 2月下旬より出荷開始され、7月まで栽培予定であ

る。8月にはピーマンも加え、すべてのハウスでの栽培を開始予定である。 

（今後の課題）複合環境制御装置の稼働を進めるとともに、収集されるデータについても、

ハウス数が多く、得られるデータも膨大と見込まれ、データ収録や利用方法について検討が

必要である。また大規模経営での作業計画策定や作業管理、および人材育成やパート指導を

着実に進める必要があると考える。なおハウス換気回数測定や機器動作の確認のためのチェ
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ックリスト作成等も計画中である。コンソーシアムでは、収量向上、環境制御、低コスト生

産、販売等の分野ごとの部会活動を進めている。 

  

キュウリ栽培ハウス            木質ペレットの供給 

      

キュウリ栽培・収穫状況(平成 27年 3月 18日)    木質ペレットボイラー 

  

ハウス内設備（循環扇、細霧冷房ノズル）    ユビキタス環境制御装置 

 

j.事業実施状況に関するまとめ（(株)三菱総合研究所） 

次世代施設園芸拠点整備は本年度に実質的に開始したばかりであるが、先行する北海道、

富山県、宮崎県の各拠点では施設整備のうえ栽培を開始している状態にある。各地区の状況
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を調査した中で、現時点までの評価と課題、および今後に向けた取り組みなどを整理する。 

現在指定されている９地区では、県や事業主体を中心に、早くからコンソーシアムを結成

し、関係事業者が連携して施設整備と運営体制の構築を図っている。そのため、大規模な施

設整備と運営開始という、わが国施設園芸史上でも例を見ない大規模な取り組みにあっても

各地区で事業が遂行されているのは、こうした体制構築を早期に進めたためと考えられる。 

現時点では、施設全体の計画や、個別施設の設計・仕様確定、さらに施設整備の段階であ

り、具体的な栽培や販路に関する議論は、今後進行していくものとみられるが、このうち事

業関係者に大規模で高度な環境制御を行う施設運営の経験を有するのは、高知県拠点の四万

十みはら菜園のほか、静岡県拠点など限られている。その他の拠点では新たに事業拡大とし

て取り組むほか、新規人材育成を行って取り組んでいる。植物工場実態調査等の過去の調査

のなかでも、事業開始直後の生産が計画通りに軌道に乗るまでが大変であるという事例が多

く見られており、今後事業スタート前後から一定期間、概ね 2年程度については、専門家や

大学、試験研究機関等の支援を受け、栽培技術や運営体制の確立を目指すことが望まれる。 

 

4.2.2 ホームページによる情報発信等 

次世代施設園芸のパンフレットのホー

ムページ掲載(ＧＰＥＣ等でのパンフレッ

ト配布)、ＧＰＥＣでの９拠点ブース展示、

専用ホームページ作成を行い研修事業とと

もに情報発信を進めた。 

 

 

 

 

 

 

4.2.3 次世代施設園芸フォーラムの開催（開催企画：(株)三菱総合研究所、実施運営：(株)

アサツー・ディ・ケイ） 

＜次世代施設園芸拠点整備の全国展開を加速化することを目的としてフォーラムを開催

し、次世代施設園芸拠点の取り組み状況や大規模経営の事例を紹介するとともに、参加者と

の意見交換を実施する。＞ 

各拠点の取り組みの紹介とエネルギー、生産、販売の専門家を招いたディスカッションを

行うフォーラムを開催した。 

 

a.開催内容 

日時：平成 26年 10月 31日 13:30~17:30 
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会場：KFCホール（東京都墨田区） 

後援：農林水産省、経済産業省、一般社団法人日本経済団体連合会 

テーマ：「次世代施設園芸・植物工場が切り拓く日本農業の未来と課題」 

来場者数：275名 

次第： 

開会の挨拶 一般社団法人日本施設園芸協会会長 篠原温 

【各拠点の取り組み報告】 

次世代施設園芸の全国展開（農林水産省生産局農産部園芸作物課 花き産業・施設園芸振

興室課長補佐 土佐竜一氏） 

農商工連携に関する経済産業省の取り組み（経済産業省地域経済産業グループ 地域経済

産業政策課 統括地域活性化企画官 川村朋哉氏） 

北海道拠点の取り組み報告（一般社団法人北海道食産業総合振興機構販路拡大支援部 統

括部長 瀬尾英生氏、北海道農政部生産振興局 農産振興課園芸グループ 主幹 茅野裕

喜氏） 

富山拠点の取り組み報告（(株)富山環境整備／富山スマートアグリ次世代施設園芸拠点整

備協議会事務局次長 高橋亘氏） 

兵庫拠点の取り組み報告（兵庫県農政環境部農政企画局総合 農政課農イノベーション班 

伊藤倫之 氏） 

宮崎拠点の取り組み報告（宮崎県農産園芸課野菜担当主幹 木佐貫守氏） 

【討論会】「拠点のキーパーソンに聞く３つの鍵」 

司会：千葉大学名誉教授 古在豊樹氏 

パネリスト：[北海道] 苫東ファーム(株)営業部長兼管理部長 青山征紀氏 [富山] (株)富

山環境整備 高橋亘氏 [兵庫] (株)東馬場農園代表取締役 東馬場怜司氏 [宮崎] 宮崎

県農産園芸課野菜担当主幹 木佐貫守氏、宮崎中央農業協同組合営農部 営農企画・農産

担当次長 杉尾道昭氏 

有識者：[エネルギー] ＪＦＥエンジニアリング(株)技術本部総合研究所（理事）スマート

アグリ研究グループマネージャー 高須展夫氏、(株)森のエネルギー研究所キャプテンア

ドバイザー代表取締役 大場龍夫氏 [生産] 千葉大学大学院園芸学研究科教授 丸尾達

氏 [販売] 三井物産(株)食品事業本部事業開発部 アグリフードビジネス戦略室室長 

西川英行氏、横浜市場センター(株)副社長 中堀督勇氏 

 

b.登壇者による発言趣旨 

北海道拠点の取り組み報告 

 北海道の施設園芸の高度化、一大産地としての拡大を図るとともに、生産施設の中核とし

て種苗・生産・加工・物流・販売までを担う大規模植物工場クラスターの構築を目指してい

る。建設候補地は苫小牧で、山手線内の 1.7 倍の面積を想定して進めている。大規模植物工
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場クラスター形成に向けた第一弾として産官学等の異業種連携により施設園芸を大規模に展

開する。今回の取り組みはイチゴ。夏場を中心に海外から輸入されているイチゴの輸入代替

の促進を図りいずれは輸出産業として確立したい。「広大且つ平らな土地が確保できること」

「冷涼である夏の気象条件」「自然災害リスクが低いこと」という北海道の優位性を生かし、

寒冷地型の植物工場ビジネスモデルを確立し、輸出産業に展開したい。 

北海道施設園芸の現状とめざす方向として、「施設園芸は積雪寒冷地のため施設整備コスト

や暖房コストが嵩む。植物工場では栽培技術や施設整備等で技術的な蓄積が少なく、平成 21

年の北海道の施設園芸は全国の約 7％に過ぎない。ICT などの先端技術を活用した農業生産技

術の確立や、新たな担い手の育成、安定供給できる大規模植物工場の全道展開を目指す。」 

北海道施設園芸高度化推進協議会と連携体制の構築、北海道養液栽培研究会における研究

の推進や技術向上の支援、次世代施設園芸導入加速化支援事業の北海道拠点のモデル実証の

取り組み、推進を行っている。イチゴの周年安定生産による拠点整備は寒冷地市場植物工場

モデルとして北海道農業の今後の発展に重要な取り組みと考えている。イチゴ栽培プロジェ

クトチームを設立し、苫東ファームに対する技術指導等の支援体制を強化している。 

 

富山県拠点の取り組み報告 

事業主体の富山環境整備は、主に廃棄物処理、リサイクル業を営んでいる。リサイクル法

の処理認定を受けており、代表的なものは容器包装プラスチックをリサイクルして、リバー

スパレットを生産・販売している。最終処分場完了後の跡地利用としてアグリ事業を始めて

今年で 14 年になる。施設栽培から始め、トマトやイチゴ、葉物野菜などを栽培してきた。 

コンソーシアムメンバーは富山県、富山市を全体の支援・体調整役として迎え、地元農協、

千葉県和郷園に販売・農業指導を頂いている。ICT を利活用した高付加価値化のため、NTT

データ経営研究所も参加。エネルギーに精通した ATGREEN、国立大学法人東京工業大学、中

部大学にはオブザーバーとしてエネルギーの指導を頂いている。 

エネルギーでは、廃棄物焼却炉で発電を行い、電力を栽培温室の空調等に利用。同時に余

剰の熱エネルギーを車で運搬し、蒸気の中の液体を熱交換して運び、更に水とトラックの油

の温度との熱交換を行い、ハウス内の空調設備に利用する計画を立てている。また和郷園グ

ループとの提携と自社ルートにより世界への流通も視野に販売ルートを検討している。廃棄

物処理＝エネルギーセンターと位置付け、廃棄物処理におけるエネルギーを農業等に活かし

た循環ができれば将来、清掃センターがエネルギーセンターに変わるという展望を抱いてい

る。 

 

兵庫県拠点の取り組み報告 

兵庫の強みとして、・京阪神大都市圏に近接し、食品産業が約 1500 社あり、産出力は全国

3位であり、高速道路網が発達しており、農村部から都市部までは 2時間程度で移動が可能

なことがある。兵庫県農業の現状は 7.7 万 ha の農地のうち約 9割が水田で、販売農家の約 8

割が兼業農家で小規模農家が多く高齢化が進む。モデル地区としてのねらいとして、兵庫の
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新たなブランドを形成する次世代園芸産地の育成、国際化に対応した生産･流通一貫ひょうご

モデルの構築、次世代の本県農業を担う人材の育成がある。 

事業実施スキームとして、施設の整備･保有主体は公益社団法人兵庫みどり公社で、国･

県の補助を活用して施設を整備し、施設運営主体は(株)兵庫ネクストファーム」で、賃貸方

式で公社に対し使用料を支払う形態となる。このスキームのメリットは、県は兵庫みどり公

社に対し指導・助言を行え、運営主体は自ら施設整備を行わなくて済む。またイニシャルコ

ストの確保が課題となるが、行政サイドで施設を整備して貸し出すことで参入のハードルを

下げる狙いがある。 

出荷に関しては生産構成員の JA 兵庫みらい、サラダボウル、東馬場農園、ハルディン（千

葉）の販路を活用して契約栽培を主体として関西圏への出荷を行う。生産作物はトマト。年

間 1260 トンの生産を目指す。「兵庫県次世代施設園芸モデル団地運営協議会」を組織し、先

進地施設等の研究活動、普及啓発活動を行っていく。兵庫県の施設園芸を発展させるために

は、次世代型施設園芸のモデル拠点整備は必須であり、今後、関係者が一体となり、次世代

施設園芸の推進、さらに普及・拡大をめざす。 

 

宮崎県拠点の取り組み報告 

宮崎県の施設園芸は、燃油価格の高騰により経営が圧迫されており、過去 5年間で冬春ピ

ーマンは 15a あたりで約 54 万、マンゴーは約 88 万円のコスト増となっている。燃油価格

に左右されない安定した経営への転換が必要である。また園芸ハウスの老朽化が進んでい

る一方で骨材の高騰が進み、新たな投資が難しい状況である。また 30a 未満が約 6割と小

規模農家が多く、農家の規模拡大のモデルとなるよう 50a 単位のハウスを導入する。 

燃油価格の高騰・未利用の県内森林資源の活用・地球温暖化防止のため、暖房燃料を木質

バイオマスに転換することとし、平成 29 年までに木質バイオマス暖房器の導入 500 台の目

標を掲げ、宮崎県施設園芸木質バイオマス利用促進協議会を設置し、総合的な木質バイオ

マスへの転換を図っている。 

拠点のポイントとして、大規模・集約化による作業管理の効率化、低コスト化、生産技術

の平準化、複合環境制御技術の導入によるデータ管理に基づく栽培管理の実現、大規模モ

デル経営体の育成と次世代の担い手の育成があり、技術実証の取り組みとして、低価格・

高効率の木質ペレット暖房、炭酸ガスの効率的な施用方法、リアルタイム診断に基づく肥

培管理を進め、ICT を活用した栽培管理システム構築による高生産性の産地づくり、化石燃

料依存から脱却した施設園芸の転換による経営安定、次世代を担う大規模施設園芸経営体

の育成、新たな販売展開（契約の拡大）、新規雇用等地域経済への波及を狙っている。 

 

c.討論会の発言概要 

【討論会】「拠点のキーパーソンに聞く ３つの鍵」 

【JFE エンジニアリング社について】 
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２つの鉄鋼会社が経営統合し、グループ傘下のエンジニアリング部門を担う事業会社。プ

ラントエンジニアリングの技術を農業に展開しようと、Jファーム苫小牧を設立し、連棟型

の温室でトマトとベビーリーフを生産しており今年の 9月より出荷を開始した。Jファーム

苫小牧近隣に敷設されている北海道ガスの高圧天然ガスを最大限に利用したエネルギーシス

テムを構築しトリジェネレーションを行い、北海道電力にも売電している。更に木質チップ

を利用したバイオマスボイラーを利用した温水、CO2供給設備も建設中。排ガスは触媒を使用

した浄化装置を使用し、クリーンな状態にし、温室の CO2供給元として使用。木質チップを

利用したバイオマスボイラーは、排ガスをクリーンにするには非常に手間とコストがかかる。

また、すすや灰も排出されるが、今回のプラント設備ではこれらを浄化する設備も併設して

いる。 

 

【発言概要】 

・ 第一部でも話題となったバイオマスもチップやペレット、薪、排熱など材料が多様だが、

それぞれ特性が異なるので特性に合わせた使い方を考える必要がある。バイオマスをベ

ースで使用し、各拠点ともバックアップを用意してハイブリッド的な使用方法を取って

いるように見受けたが、その考え方は投資回収もしやすく工夫されているなと感じた。 

・ バイオマスエネルギーは電気ヒートポンプに比べて有効なのかという質問がいくつかあ

ったが、拠点の方はその優位性について意見はあるか。 

・ 我々は木質チップボイラーをベースにしているが出力の追従が難しいので連続運転し、

足りない部分はヒートポンプや LPG ボイラーを組み合わせるなどしている。チップは国

産の天然チップを使用している。 

・ 将来安定的な資源を確保する意味で地域資源を利用することが好ましいと考え、資源の

確保は行政も支援している。安定供給が確保できれば他の施設園芸施設にも波及してい

くのではという期待を持っている。 

・ 資源の量を減らすという意味で保温性、密閉性を高める事が基本中の基本であると思う。 

・ 投入エネルギーを減らすのではなく、エネルギー効率を上げることが重要。 

・ ハウスの保温材の設置をした際には放熱係数の数値、換気回数（密閉度）をメーカーに

要求して頂きたい。それが悪いと代替燃料を有効に使っても無駄に漏れてしまう。 

・ 代替熱源についてのコスト、環境問題等についてご質問などがあれば。 

・ オランダでは排熱を利用し周辺を暖房するケースがある。日本ではそのような計画がな

いように感じる。 

・ 例えば北海道では夏場は熱源が不要で、チップの供給側も需要に変動があるという問題

がある。オランダでは地下に熱を貯めて冬に取り出すということを行っているが日本で

もそのようなことが可能なのか、今後専門家に検討して頂きたい。 
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・ 排熱利用は重要な問題。農業の隣に食品加工の分野がある。食品加工では調理などで熱

を使用するので広い視野で考え、熱のカスケード利用ができればより合理的であると思

う。 

  

 

 

【第一の鍵：生産について】 

・ 4ha の大規模施設園芸導入にあたって生産、人材育成、経営、管理などの問題について

議論したい。 

・ 大規模施設園芸の特徴は目的にある。横展開し、集約することによって効率が上がるこ

とが期待されている。但し、それに伴う注意点として特に 病害虫のリスクが高まる。

雇用については小規模とは全く違った管理が必要となる。ロボット等、ICT 導入も含め

て考える必要がある。また、販売にも配慮が必要。 

・ 大規模施設の中でも連棟型と単棟型の考え方があったがそれぞれどのようなメリットデ

メリットがあって導入したのか。 

・ 雪国というデメリットからハウスメーカーが連棟型については首を縦に振らなかった。

単棟型はエネルギーコストの効率も悪いが自前のエネルギーを用意することでカバーし

ている。 

・ 苗生産について（分業化等）各拠点の取り組みは？ 

・ 苗生産はプロに任せている。生産においては植物体生育を最重要に考え、ハウス内の管

理を行うマネージャー候補育成には力を入れて取り組んでいる。 

・ 農協が取り組んでいた育苗事業のノウハウを生かそうと取り組んでいる。また技術面で、

新規雇用者の指導が今後の課題と考えている。 

・ ICT と言われているが、話を聞いていると複合環境制御くらい。エネルギー消費量や生

産量・品質の解析などの統合環境制御などもっとチャレンジする拠点があると思ってい

たが、農水省としてはどのように考えているのか。 
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・ 統合環境制御はもちろん労務管理などできる範囲で高度技術を導入して頂きたいと考え

ている。富山拠点は NTT データと組み、モバイル端末を利用しているので今後の取り組

みを紹介して頂きたい。 

・ 愛媛大学植物工場拠点のご意見を頂きたい。 

・ 大学では生体標本の計測に力を入れている。取得した植物の生育の情報の見える化が重

要と考えている。また、その情報の標準化も重要。どの情報をどうやって活用するかが

確立されていない。 

・ 植物工場拠点事業で様々な成果がでてきているはずだがどうも我々の元に届いていない

と感じている。それらの情報交換を十分にして頂きたい。 

・ 見える化は進められてきているが、制御となると長年のデータのバックアップや取り組

みが必要でリスクがあり、二の足を踏んでいるケースが多い印象。ただ、国を挙げて取

り組む事業としては非常に重要なこと。 

 

【第二の鍵：販売について】 

・ 六次産業化、マーケットインなど日常用語のように使われているが、専門家からご意見・

アドバイスをお願いします。 

・ 世の中が消費者動向に合わせた商品づくり、何を作ったら売れるかを探っている。それ

をうまく生産者に伝えることが無理・無駄を無くすことになる。ICT がその情報をうま

くつなぐツールとなれば計画的な生産・販売が可能となり、無駄なコストの削減にもな

るのでは。 

・ 植物工場の最大の利点は安定供給にあると思う。特に小売りスーパーなどは安定供給を

望んでいるので、その点を売りにして、年間契約等をとり、生産と販売をうまく繋げら

れるのではないか。企業が植物工場に新規参入した時によくある話は「売れないから買

ってくれないか」販売事業計画が粗い印象。経験では野菜は地場で売るのがよい。鮮度

や物流費のコスト面でも。エリアで小売り、年間契約が効果的。高く売るための工夫と

して消費者が何を求めているか（成分など）を分析し、植物工場の商品力（品種の設定

等）のアピールが必要。 

・ 各拠点で販売について工夫をされていることはあるか。 

・ ジェイエイファームみやざき中央が主体となり取り組むこととなるが、環境にやさしい

取り組みを売りとして契約栽培を拡大していけたらと考えている。 

・ 北海道のイチゴなどのブランディングの考え方はどうか。 

・ 北海道拠点では夏場を中心とした出荷体制を整えてケーキ等の業務用を中心に直接販売

に取り組んでいる。まずは道内の大手メーカーに評価して頂くための商談を進めている。

地元向けとしては空港が近いので道の駅での直接販売、また JA の販路も活用して販売先

を拡大したい。 
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・ 富山拠点ではトマトは直接流通を行っている。また、千葉の和郷園との提携で共同ブラ

ンドとして出荷している。夏場に強いトマト栽培の利点、千葉では収穫しにくい時期に

富山で出荷し共同販売している。また、地元で自主流通ルートでは PB 商品として自由に

ネーミングして販売してもらっている。 

・ 次世代の施設園芸では収量予測が重要なポイントと考えている。収量予測ができると非

常に有利。その点でも ICT を活用できれば。 

 

【第三の鍵：人材育成について】 

・ 拠点の取り組みとしては次世代施設園芸のモデルとなることが重要。特に人材育成は大

きな課題であるが、経営者育成についての取り組みについて事例があればお話し頂きた

い。 

・ 5 年間メーカーでトマトの生産の研究開発を行って 3年前に独立した。独立したいとい

う意識を持って取り組めば今は十分可能であると思う。土地の確保や資金の調達につい

ては課題があるが、拠点の取り組みをベースとして今後のモデルになれればと思う。 

・ 既に中核となりそうな若手を研修させているのか。 

・ 候補生が 1名おり、来月ももう 1名来る予定。 

・ 千葉大でも研修は受け入れている？ 

・ 千葉大だけではなく、全国の各拠点でも研修事業を行っている。特に環境制御などなか

なか取り組むことが難しい技術については是非活用して頂きたい。 

・ 農水省で各拠点への研修普及事業を行っている。特に高度技術の取得研修。今後は高度

技術を教えられる人材も増やしていかなくてはと考えている。 

・ 人材育成に関して思うのは、オランダのような産官学の強い連携があってもいいと思う。

国を挙げて組織だった取り組みができれば。 

 

【輸出について】 

・ 農業生産物の輸出は難しいという現状があるが、安定供給のメリットを生かしてまずは

輸入に頼っているところを国産で賄える体制を整えたうえで海外展開を進めていけたら

と思う。 

・ 日本にとっては今後中国が大きな市場となる。現在中国から入ってきているものが、中

国国内を賄うので精一杯になる。日本の農業人口が減少している中でこの問題は日本国

内の農業についての課題であると同時に、輸出戦略にも関係してくると思うがこの点に

ついてご質問・ご意見があれば。 

・ 今取り組んでいるイチゴで成功したいと考えているが、低コストな鮮度保持技術と対で

なくてはならないので難しいと考えている。出資企業がコールドチェーンを中心とした

物流システムのノウハウを持っているので輸出にも将来的に生かしていきたいと考えて

いる。 
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・ 中国の大手販売店では農産物を日本より高く売っているケースがあり、日本の 3～4倍の

値段のイチゴが売れているという話もある。農産物を輸出する考え方もあるし、技術を

売るという考え方もあると思う。 

・ 商社としてのコメントとして言えば、弊社は輸出に苦戦している。日持ちのしない生鮮

食品は非常に輸出が難しい。また、中国において需要のありそうな日本の安心安全な商

品であっても輸入規制がかかっており、日本から輸出できるものは一部に限られている。 

 

【収量と温度,CO2制御について】 

・ なぜ日本はオランダに比べて収量が少ないのか。 

・ 今朝のオランダラボバンク主催の会で話が出たのは日本の農産物の価格が高いこと。単

価が高いから数を獲らなくていい。オランダのトマトは夏場には 50 円/kg しない。その

中で収量を伸ばしてオランダはなんとかやってきた。夏場の温度をコントロールすれば

理論としては日本の方がポテンシャルは高いがベクトルが向かってこなかった。 

・ 収量を上げるのは養液栽培となろうが、夏の細霧冷房、CO2制御も問題となる。冷房は必

要なさそうな北海道も夏場は細霧冷房をしているという話があったが他の拠点はどうか。 

・ 富山では夏場での冷房の意識はあり、冷房をしているが細霧冷房は考えていない。 

・ トマトは湿度も重要なのでミストは重要な要素。 

・ 兵庫もミストはない。CO2制御はやっている。細霧冷房は効果的であることは認識してい

るが費用の問題で導入できていない。 

・ CO2制御も行い、細霧冷房も導入している。 

・ 千葉大では細霧冷房と CO2はいち早く取り組み、制御システムのインテリジェント化を

進めるために注力している。日中はほとんど換気しているので、換気している時に CO2

を管理することが非常に重要。

ハウスの外と中を同じ濃度にす

ればCO2が外に出ることはない。

細霧については、今は殆ど間欠

噴霧だが、今後、噴霧量を調節

しながら連続噴霧にしようとし

ている。このシステムを利用し

て真夏でも遮光なしでトマトを

栽培できるようになっている。 

 

d.来場者のアンケート結果 

・来場者属性（単位：人） 
 
 
 
 

a. 農林水産業（自営業農家。但し農業生産法人を除く）   2 1.4%

b. 農林水産業（農業生産法人の経営者、役員）　　　　　  7 4.9%

c. 農林水産業（農業従事者、農業生産法人のスタッフ）   3 2.1%

d. 建設業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  11 7.7%

e. 製造業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  51 35.7%

f. 電気・ガス・熱供給・水道業　　　　　　　　　　　　　　 　  　 3 2.1%

g. 運輸業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　 3 2.1%

h. 卸売・小売業（主に生鮮野菜を扱う卸・小売業）　　    　 4 2.8%

i. 卸・小売業（h.以外一般卸・小売業）　　　　　　　　　 　　 6 4.2%

j. 金融業・保険業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  5 3.5%

k. 不動産業、物品賃貸業　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  1 0.7%

l. 学術研究、技術サービス業（農業関連研究・サービス） 8 5.6%

m. 学術研究、技術サービス業（農業以外）　　　　　　　  　 2 1.4%

n. 医療、福祉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　  0 0.0%

o. サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　 　 5 3.5%

p. 公務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 17 11.9%

q. その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 13 9.1%

r. 個人（但し農業者は a.を選択）　　　　　　　　　　  　　　　 1 0.7%

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 0.7%

合計 143 100.0%
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a. 植物工場ビジネスとして、植物工場で野菜・花生産を行っている                              16 10.3%

b. 植物工場ビジネスとして、部品やシステム等の資材供給を行っている                    29 18.6%

c. 植物工場ビジネスとして、植物工場事業者を支援するサービス等を提供している 15 9.6%

d. (a.～c.以外の方法で）植物工場ビジネスに参入している                                             11 7.1%

e. 植物工場ビジネスへの参入を検討している                                                               32 20.5%

f. 植物工場ビジネスに関心がある                                                                              44 28.2%

g. 関心がない。 その他                                                                                             3 1.9%

無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6 3.8%

合計 156 100.0%

・次世代施設園芸拠点の取り組み参入の状況（単位：人、複数回答可） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・採択地域への関心（単位：人） 

 

・次世代施設園芸拠点以外の植物工場ビジネスへの参入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・植物工場ビジネスに関連して取得したい情報（単位：人。複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 拠点の取組に既に参加している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 17 10.3%

b. 参加する為に準備をしている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 7 4.2%

c. 参加するかを検討している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 7 4.2%

d. 拠点の取組に関心がある　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 43 26.1%

e. 既に採択された拠点以外の地域での取組に参加している　　　　　　　　　　 5 3.0%

f. 既に採択された拠点以外の地域での取組に参加する為に準備している      4 2.4%

g. 既に採択された拠点以外の地域での取組に参加するか検討している        19 11.5%

h. 既に採択された拠点以外で、どのような地域で、拠点採択に向けた取組
があるか、関心がある

40 24.2%

i. 関心がない。 その他                                                                          8 4.8%

無回答 15 9.1%

合計 165 100.0%

北海道 宮城 埼玉 静岡 富山 兵庫 高知 大分 宮崎 合計

a. 拠点の取組に既に参加している　　　　　　　 5 1 5 0 3 2 3 3 0 22

b. 参加する為に準備をしている　　　　　　　　　 0 0 0 0 0 1 1 3 0 5

c. 参加するかを検討している　　　　　　　　　　　 0 0 0 0 0 1 1 2 0 4

d. 拠点の取組に関心がある　　　　　　　　　　　 14 8 17 11 15 13 9 13 10 110

a. 植物工場事業者に関する情報　　　　　　　　　          　 26 6.5%
b. 植物工場で使用する資機材に関する情報                  38 9.5%
c. 植物工場で使用するシステム、ICTに関する情報       51 12.7%
d. 植物工場のエネルギーに関する情報                           37 9.2%
e. 植物工場の立地補助金や優遇策に関する情報        49 12.2%
f. 植物工場に関する規制に関する情報             　   　　　 24 6.0%
g. 植物工場に関する国や自治体の施作に関する情報 44 10.9%
h. 植物工場システムの国内市場に関する情報              34 8.5%
i. 植物工場さん野菜の国内市場に関する情報（販路）  43 10.7%
j. 植物工場を巡る世界市場の情報                                   29 7.2%
k. 植物工場に関する他社の動向                                     16 4.0%
l. その他                                                                     3 0.7%
無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8 2.0%

合計 402 100.0%


